
	

	

	

	

　

保
険
診
療
に
よ
る
自
己
負
担
分

を
助
成
す
る
子
ど
も
医
療
費
は
、

平
成
27
年
４
月
１
日
か
ら
入
院
費

の
対
象
を
中
学
３
年
生
ま
で
に
拡

大
し
ま
し
た
。

【
対
象
】
小
学
１
年
～
中
学
３
年

生
（
15
歳
の
年
度
末
）
の
入
院
費

自
己
負
担
分

※
小
学
４
年
～
中
学
３
年
生
は
、

平
成
27
年
４
月
１
日
以
降
の
入
院

分
か
ら

【
申
請
】
直
接
、
領
収
書
（
保
険

点
数
の
記
載
の
あ
る
も
の
）、
限

度
額
認
定
証
、
健
康
保
険
証
（
入

院
時
に
加
入
し
て
い
た
も
の
）、

認
め
印
（
イ
ン
キ
浸
透
印
不
可
）、

通
帳
、
そ
の
他
書
類
（
支
払
い
の

状
況
に
よ
り
異
な
る
）を
持
っ
て
、

子
育
て
支
援
課
（
市
役
所
別
館
２

階
）
ま
た
は
市
民
課
（
市
役
所
本

館
１
階
）、
支
所
（
市
民
サ
ー
ビ

ス
セ
ン
タ
ー
を
除
く
）
へ

※
詳
細
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い

※
受
け
付
け
は
、
児
童
手
当
現
況

届
と
合
わ
せ
て
実
施

　

消
費
税
増
税
に
よ
る
子
育
て
世

帯
へ
の
影
響
を
和
ら
げ
る
た
め

「
子
育
て
世
帯
臨

時
特
例
給
付
金
」

が
、
平
成
27
年
度

も
支
給
さ
れ
ま
す
。

５
月
末
、
対
象
と

な
る
可
能
性
の
あ
る
人
に
、
児
童

手
当
の
現
況
届
も
兼
ね
た
申
請
用

紙
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
ご
確
認

く
だ
さ
い
。
事
前
の
お
申
し
込
み

は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

※
公
務
員
の
給
付
金
の
申
請
書
な

ど
は
職
場
か
ら
配
布
予
定
で
す

【
内
容
】
対
象
児
童
１
人
に
つ
き

３
０
０
０
円
（
１
回
限
り
）

【
対
象
】 

平
成
27
年
６
月
分
の
児

童
手
当
受
給
者（
所
得
制
限
有
り
）

【
場
所
】
市
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー

（
若
草
町
）
１
階

【
内
容
】
成
年
後
見
利
用
支
援
＝

親
族
ら
が
成
年
後
見
制
度
の
申
し

立
て
を
行
う
際
の
弁
護
士
・
司
法

書
士
ら
に
よ
る
相
談
助
言
な
ど
▼

成
年
後
見
活
動
支
援
＝
親
族
後
見

人
ら
が
後
見
活
動
を
行
う
と
き
の

相
談
や
成
年
後
見
制
度
に
関
す
る

研
修
会
な
ど
の
開
催
▼
市
民
後
見

人
活
動
支
援
＝
成
年
後
見
制
度
の

担
い
手
と
し
て
市
民
後
見
人
候
補

者
の
養
成
や
活
動
支
援

　

次
の
全
て
を
満
た
す
人
▼
市
内

に
住
宅
を
所
有
し
、
そ
の
住
宅
で

住
民
登
録
を
し
て
い
る
▼
市
税
の

滞
納
が
な
い
▼
暴
力
団
員
で
な
い

　

対
象
者
本
人
が
市
内
に
自
ら
所

有
し
、
居
住
し
て
い
る
住
宅
ま
た

は
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
完
了
後
２
カ

月
以
内
に
居
住
予
定
の
住
宅
（
借

家
は
対
象
外
）

※
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
は
居
住
専
有

部
分
の
み
、
店
舗
（
事
務
所
）
併

用
住
宅
は
住
居
専
用
部
分
お
よ
び

外
壁
や
屋
根
な
ど
の
全
体
補
修
が

対
象

　

こ
れ
か
ら
行
う
リ
フ
ォ
ー
ム
工

事
で
、
市
内
に
住
所
が
あ
る
個
人

事
業
者
ま
た
は
市
内
に
本
店
が
あ

る
法
人
が
行
い
、
次
の
条
件
を
満

た
す
工
事
▼
住
宅
な
ど
の
機
能
や

性
能
を
維
持
ま
た
は
向
上
さ
せ
る

た
め
の
も
の
で
、
工
事
費
が
30
万

円
（
税
抜
き
）
以
上
（
エ
ア
コ
ン

な
ど
家
電
製
品
の
設
置
、
外
構
・

車
庫
な
ど
の
工
事
は
除
く
）
▼
補

助
金
交
付
決
定
後
に
契
約
・
着
工

し
、
平
成
28
年
３
月
末
ま
で
に
完

成
の
報
告
が
で
き
る

※
同
じ
工
事
で
、
他
の
補
助
制
度

と
の
併
用
は
不
可

①
対
象
工
事
費
（
税
抜
き
）
の
10

㌫
（
上
限
額
30
万
円
。
１
０
０
０

円
未
満
は
切
り
捨
て
）

［
加
算
分
］

②
「
木
造
住
宅
耐
震
改
修
等
補
助

事
業
」
の
対
象
工
事
と
併
せ
て
行

う
場
合
、
10
万
円
加
算

③
工
事
費
が
20
万
円
以
上
（
税
抜

き
）
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
工
事
と

併
せ
て
行
う
場
合
、
10
万
円
加
算

④
工
事
費
が
20
万
円
以
上
（
税
抜

き
）
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
工
事
と

併
せ
て
行
う
場
合
、
10
万
円
加
算

⑤
平
成
26
年
１
月
１
日
以
降
に
購

入
し
た
中
古
住
宅
を
リ
フ
ォ
ー
ム

す
る
場
合
、
10
万
円
加
算

　

平
成
28
年
１
月
29
日
㈮
ま
で
に

申
請
書
（
住
宅
課
〈
市
役
所
本
館

７
階
〉、
支
所
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

セ
ン
タ
ー
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

あ
り
）
を
直
接
、
住
宅
課
へ
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

※
郵
送
不
可
。
代
理
人
が
申
請
す

る
場
合
は
委
任
状
が
必
要

【
日
時
】
４
月
20
日
㈪
14
時
〜
15

時
30
分
、
４
月
24
日
㈮
10
時
〜
11

時
30
分

【
会
場
】
市
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー

（
若
草
町
）

平
成
28
年
１
月
29
日
ま
で
受
け
付
け
中

住
ま
い
る
リ
フ
ォ
ー
ム
補
助

平成27年度

最大70万円に増額
①リフォーム工事費
　に対し10㌫補助 上限30万円

②木造住宅耐震改修等
　補助事業対象工事
　（例）木造住宅の耐震改修など

10万円加算

⑤リノベーション加算
　（例）中古住宅を購入し、①の

リフォームを行った場合

10万円加算

③バリアフリー化工事
　（例）手すり・スロープの設置など

10万円加算

④省エネルギー化工事
　（例）二重サッシの取り付けなど

10万円加算
増

新

増

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、
補
助
制

度
＝
住
宅
課
☎
948
６
３
４
９
・

�
934
１
８
０
７
、
説
明
会
＝

地
域
経
済
課
☎
948
６
３
９
９
・

�
934
１
８
４
４
へ

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、
市
権
利

擁
護
セ
ン
タ
ー
☎
913
９
０
４ 

６
・
�
941
４
４
０
８
へ

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、
子
育
て

支
援
課
①
☎
948
６
８
８
８
・
②

☎
948
６
３
５
４
・
�
934
１
８
１ 

４
へ

①
子
ど
も
医
療
費
の
助
成
対
象

中
学
３
年
生
ま
で
拡
大

②
平
成
27
年
度 

子
育
て
世
帯

臨
時
特
例
給
付
金

　

６
月
か
ら
受
け
付
け
開
始

子
ど
も
医
療
費
な
ど
の
お
知
ら
せ

対
象
者

対
象
住
宅

対
象
工
事

補
助
金
額

申
し
込
み

施
工
業
者
説
明
会（
予
定
）

市
権
利
擁
護
セ
ン
タ
ー

４
月
１
日
オ
ー
プ
ン

木造住宅の耐震診断・耐震改修費用を補助
耐震診断・耐震改修合わせて、最大116万円の補助！
改修工事費が90万円までなら工事費の自己負担額は０円！
※耐震診断・耐震改修は登録業者が実施する必要があります

耐
震
診
断
費
用
補
助

対 象 住 宅

①�昭和56年５月31日以前に着工された１戸建ての木造住宅（枠組壁工法、丸太組
構法、大臣などの特別な認定を得た工法のものは対象外）

②階数が２階以下で、延べ床面積が500平方㍍以下のもの
上記①②を満たす次の住宅が該当

▲

専用住宅（共同住宅および長屋住宅は対象外）▲

併用住宅（延べ床面積の過半の部分が、住宅の用途に供されているもの）
補助対象者 対象となる住宅の所有者
対象となる
診 断

「県木造住宅耐震診断事務所」の登録を受けた建築士事務所が、「県木造住宅耐震
診断マニュアル」に基づき実施する「耐震診断」

補 助 額 補助対象経費の３分の２以内（限度額２万円）

▲

総額（平成26年度の実績）は3.5
〜８万円程度で平均約4.5万円

受付期間など ４月20日㈪～平成28年１月29日㈮　100戸の予定（先着順）

耐
震
改
修
費
用
補
助

対 象 住 宅
①耐震診断を実施し評価を受けた結果、上部構造評点が1.0未満であり、地震に対
して安全な構造となるように耐震改修工事（基礎を含む）を実施し、上部構造
評点が1.0以上となる工事

②既存木造住宅に、明らかな法令違反がない
補助対象者 対象となる住宅を所有しており、市税などを滞納していない人（完納証明添付）

対象となる
改 修

①「市木造住宅耐震改修等事業補助金交付要綱」および「県木造住宅耐震改修補助
マニュアル」に基づき実施する「耐震改修工事」

②改修設計者および工事監理者は「県木造住宅耐震診断事務所」の登録を受けた
建築士事務所とし、耐震改修工事業者は、「県木造住宅耐震改修事業者」の登録
および建設業法第３条第１項に規定する許可（建築）を受け、リフォーム瑕

か

疵
し

保
険に加入可能な市内に事務所を置く業者

補 助 額

改修工事費：補助対象経費（限度額90万円）

▲

総額（平成26年度の実績）は60〜
580万円程度で平均約180万円
改修設計費：補助対象経費の３分の２以内（限度額20万円）▲

総額（平成26年度の実績）は30〜40万円程度で平均約34万円
工事監理費：補助対象経費の３分の２以内（限度額４万円）▲

総額（平成26年度の実績）は６〜22万円程度で平均約８万円
※改修工事を実施しない場合は、補助対象外

受付期間など ４月20日㈪～平成28年１月29日㈮　70戸の予定（先着順）
【申し込み】建築指導課（市役所本館９階）で補助対象該当の有無を確認（事前相談を受け付けます）

※建築確認通知書や登記簿などが必要

市子ども・子育て支援事業計画 策定

事業計画体系図

めざす姿 すべての子どもが健やかに成長する、子育
てにやさしいまち

■基本理念
１　子どもの視点を尊重します
２　すべての子どもと子育て家庭を支援します
３　社会全体で子育てを支援します

■基本方針
⑴幼児期の学校教育及び乳幼児期の保育の充実
⑵地域での子育て支援の充実
⑶妊娠・出産期からの切れ目のない支援
⑷子どもの心身の健やかな成長に資する子育て環境の整備
⑸子育てを支援する生活環境の整備
⑹職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ライフ・バランス）の推進
⑺子どもの安全の確保
⑻専門的な知識及び技術を要する支援の推進
⑼経済的な支援の推進

お問い合わせは、子育て支援課☎948−6411・�934−1814へ お問い合わせは、建築指導課☎948−6512・�934−0640へ

　

本
市
で
は
「
市
子
ど
も
・

子
育
て
支
援
事
業
計
画
」
を

策
定
し
ま
し
た
。こ
れ
は「
ま

つ
や
ま
子
育
て
ゆ
め
プ
ラ

ン
」
の
後
継
計
画
で
、
平
成

31
年
度
ま
で
の
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
を
推
進
し
て
い
く

基
本
計
画
と
な
り
ま
す
。
事

業
計
画
で
は
３
つ
の
基
本
理

念
の
下
、
９
つ
の
基
本
方
針

を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
は

行
政
だ
け
で
な
く
、
家
庭
や

地
域
、教
育
・
保
育
関
係
機
関
、

企
業
な
ど
社
会
全
体
で
支
え

合
う
こ
と
が
必
要
で
す
。
本

計
画
に
よ
り
、
将
来
を
担
う

子
ど
も
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

※
全
文
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
し
て
い
ま
す
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